平成２５・２６年度
松浦市建設工事等競争入札参加資格審査申請書提出要領
　平成２５・２６年度に松浦市が発注する建設工事及び建設工事に係る測量・建設コンサルタント業務等の競争入札に参加を希望する者は、次の要領により資格審査申請書を提出してください。この申請書は、松浦市の公営企業部門の入札参加資格申請を兼ねるものとします。
　なお、物品及び役務の提供に係る競争入札参加資格申請は会計課で取り扱っております。
１　申請書提出期間等
　（１）受付期間

　　　　平成２５年１月１５日（火）から平成２５年２月２８日（木）まで　※当日消印有効
　　　　（土曜、日曜、祝日を除く）

　　　　ただし、市長が特別の理由があると認めたときは、期間後でも受け付けることができます。

　（２）受付時間

　　　　午前８時３０分から午後５時まで
　（３）受付場所

　　　　〒８５９－４５９８

　　　　松浦市志佐町里免３６５番地

　　　　松浦市建設課管理係（℡　０９５６－７２－１１１１　　内線２０２、２０９）

　（４）提出方法

　　　　持参又は郵送（郵送で提出される場合は、受付票を返送しますので、８０円切手
　　　を貼った返信用封筒《定形》もしくは５０円切手を貼ったハガキを必ず同封してください。）
　
２　参加資格の有効期間

 　 　平成２５・２６年度の２年間とします。（当該競争入札参加資格が認定された時から、次回（平成２７・２８年度）の競争入札参加資格審査に基づく競争入札参加資格の認定の時までとします。）
但し、中間年度（平成２６年度）の入札参加資格を得るためには、追加書類として下記７に掲載の書類を提出することが条件になります。追加書類の提出がないと平成２６年度の入札参加資格が消滅することになります。
３　競争入札参加者の資格等
　（１）地方自治法施行令第１６７条の４第１項及び第２項の規定に該当しない者（※注１）
　（２）消費税及び地方消費税の滞納がない者、松浦市税（松浦市内に本店又は委任先の営業所等を有する者のみ）
　（３）経営状態が健全であると認められる者

　　　　　会社法（平成１７年法律第８６号）第４７５条又は第６４４条の規定による清算の開始、破産法（平成１６年法律第７５号）第１８条第１項若しくは第１９条第１項の規定に基づく破産の申立て、会社更生法（平成
　　　　　１４年法律第１５４条）第１７条の規定に基づく更生手続開始の申立て又は民事再生法（平成１１年法律第
　　　　　２２５条）第２１条の規定に基づく再生手続開始の申立がなされていない者。更生又は再生手続がなされた者　にあっては、手続開始の決定を受けた者。ただし、建設工事にあっては加えて経営事項審査を受けた者。

　（４）建設工事にあっては建設業法（昭和２４年法律第１００号）第３条第１項の許可を受け、同法第２７条の２３の規定による経営事項の審査を受けた者で現に建設業を営んでいる者

　（５）測量、建設コンサルタント業務等にあっては希望する業種の種類に応じて必要な登録等を受けている者
　（６）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第６号

　　　に規定する暴力団員又は法人であってその役員が暴力団員でない者
　※注１　地方自治法施行令第１６７条の４　（一般競争入札の参加者の資格）

　　　１　普通地方公共団体は、特別の理由がある場合を除くほか、一般競争入札に当該入札に係る契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者を参加させることができない。

２　普通地方公共団体は、次の各号の一に該当すると認められる者をその事実があった後２年間一般
競争入札に参加させないことができる。その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、また同様とする。
（１）　契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しくは数量に関して不正の行為をした者

（２）　競争入札又はせり売りにおいて、その公正な執行を妨げた者又は公正な価格の成立を害し、若しくは不正の利益を得るために連合した者

　　　（３）　落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げた者

（４）　地方自治法第２３４条の２第１項の規定による監督又は検査の実施に当たり職員の職務の執行を妨げた者

（５）　正当な理由がなくて契約を履行しなかった者

（６）　前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用した者

４　提出書類
　　提出書類一覧表のとおり、番号順にＡ４判（タテ）の紙製ファイル(色指定なし)に左綴じして提出してください。（表紙及び背表紙に名称又は商号を記入してください。）
５　変更及び廃業等の届出
　　申請後、次に該当する場合は、速やかに競争契約参加資格審査申請書変更届（建設工事、測量等、物品製造等）を提出してください。

　（１）次の事項を変更した場合

　　　①商号又は名称

　　　②代表者又は受任者

　　　③所在地（主たる営業所又は委任を受けた営業所）

　　　④電話番号又はファクシミリ番号（主たる営業所又は委任を受けた営業所）
　　　⑤建設業の許可等　　※許可証明書等（写し）も提出してください。

　　　⑥技術者等の変更　　※技術者名簿も提出してください。

　　　※①～③の場合で委任先があるときは、委任状も提出してください。
　　　※全部事項証明書（登記簿謄本）に記載がある変更につきましては、その写しも提出してく

　　　　ださい。

　（２）次の事項に該当した場合

　　　①廃業したとき

　　　②入札参加資格を取得した個人が死亡したとき

　　　③法人が合併により消滅又は破産したとき

　　　④上記③以外の事由により解散したとき

　　　⑤許可を受けた建設業を廃止したとき
　　　※全部事項証明書（登記簿謄本）に記載がある変更につきましては、その写しも提出してく

　　　　ださい。

６　再審査の申請
　　入札参加資格取得後、次に該当する場合は、速やかに入札参加資格申請の再審査を申請してください。
　（１）法人の合併、事業譲渡、分割等により入札参加資格を承継しようとするとき

　（２）会社更生法に基づく更生手続開始の決定を受け、更生計画の認可が決定されたとき

　（３）民事再生法に基づく再生手続開始の決定を受け、再生計画の認可が決定されたとき　　

７　中間年度の追加書類について
　　平成２６年度の追加書類として、下記の書類を平成２６年２月末までに提出してください。
　　○建設工事

　　　・最新の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し
　　　・消費税及び地方消費税の納税証明書

・松浦市税の納税証明書（写し可）　※市内に本社または委任を受けた営業所等がある者のみ必要
　　　

　　　○測量、建設コンサルタント等

　　　・消費税及び地方消費税の納税証明書
・松浦市税の納税証明書（写し可）　※市内に本社または委任を受けた営業所等がある者のみ必要
この要領は、松浦市役所のホームページに掲載しています。
提出書類一覧表（建設工事）

	№
	提出書類
	補足説明
	必須又は任意

	①
	提出書類チェック表
	市指定様式。提出書類の確認時に記入すること
	必須

	②
	松浦市一般競争（指名競争）入札参加

資格審査申請書【建設工事】
	市指定様式（その１）（その２）
	必須

	③
	経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書の写し
	審査基準日から１年７か月を経過していないもの
	必須

	④
	入札保証金免除申請書
※入札保証金免除希望の場合は提出
	市指定様式（添付書類必須）
	任意

	⑤
	工事経歴書
	市指定様式又は中央公契連統一様式（任意のものでも可）。工種別に作成
	必須

	⑥
	技術者名簿（会社全体、委任先）
	市指定様式（任意様式を使用する場合で委任先がある場合は、委任先の技術者が分かるよう作成）
	必須

	⑦
	従業員数及び資格別技術者数
（会社全体、委任先）
	市指定様式
	必須

	⑧
	税務署発行の納税証明書（消費税及び地方消費税）（写し可）
	法人事業者はその３の３様式、個人事業者はその３の２様式。３か月以内に証明を受けたもの
	必須

	⑨　　　　 
	松浦市の市税を滞納していない旨の証明書（写し可）
※市内に本社又は委任先の営業所がある場合提出
	完納証明書【様式第５号（その３）】。３か月以内に証明を受けたもの
	市内のみ必須

	⑩
	商業法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（写し可）

※法人事業者のみ提出
	３か月以内に証明を受けたもの
	法人は

必須

	⑪　　　　　
	本籍地の市・区役所又は町村役場で発行される身分証明書

※個人事業者のみ提出
	３か月以内に証明を受けたもの
	個人は

必須

	⑫
	誓約書※暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律による
	市指定様式
	必須

	⑬　　　　　
	年間委任状（委任期間は空欄）

※契約権限等を営業所等に委任する場合に提出
	任意様式。建設業法に定める営業所にのみ委任できます
	任意

	⑭　　　　　
	ＩＳＯ９００１取得登録証の写し

※ＩＳＯ９００１取得者のみ提出
	ＩＳＯ９００１取得の場合は提出。適用内容がわかるもの
	任意

	⑮　　　　　
	建設業許可証明書（写し可）　　　　　
	国又は都道府県の３か月以内の証明
	必須


提出書類一覧表（測量・建設コンサルタント業務等）

	№
	提出書類
	補足説明
	必須又は任意
	

	①
	提出書類チェック表
	市指定様式。提出書類の確認時に記入すること
	必須

	②
	松浦市一般競争（指名競争）入札参加資格審査申請書【測量・建設コンサルタント等】
	市指定様式（その１）（その２）
	必須

	③
	有資格者等調書
	市指定様式
	必須

	④
	財務諸表（決算書類、貸借対照表、収支内訳書など）
	
	必須

	⑤
	入札保証金免除申請書

※入札保証金免除希望の場合は提出
	市指定様式（添付書類必須）
	任意

	⑥
	測量等実績調書
	市指定様式又は中央公契連統一様式（任意のものでも可）。業務の種類別に作成
	必須

	⑦
	技術者名簿（会社全体、委任先）
	市指定様式（任意様式を使用する場合で委任先がある時は、委任先の技術者が分かるよう作成）
	必須

	⑧
	従業員数及び資格別技術者数　　　（会社全体、委任先）　　　　
	市指定様式
	必須

	⑨
	税務署発行の納税証明書（消費税及び地方消費税）（写し可）
	法人事業者はその３の３様式、個人事業者はその３の２様式。３か月以内に証明を受けたもの
	必須

	⑩
	松浦市の市税を滞納していない旨の証明書（写し可）

※市内に本社又は委任先の営業所がある場合提出　　　　　
	完納証明書【様式第５号（その３）】。３か月以内に証明を受けたもの
	市内のみ必須

	⑪
	商業法人登記簿謄本又は履歴事項全部証明書（写し可）

※法人事業者のみ提出
	３か月以内に証明を受けたもの
	法人は

必須

	⑫　　　　　
	本籍地の市・区役所又は町村役場で発行される身分証明書

※個人事業者のみ提出
	３か月以内に証明を受けたもの
	個人は

必須

	⑬
	誓約書※暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律による
	市指定様式
	必須

	⑭　　　　　
	年間委任状（委任期間は空欄）

※契約権限等を営業所等に委任する場合に提出
	任意様式
	任意

	⑮　　　　　
	登録の証明書または登録通知（写し可）※測量、※建築士事務所、※不動産鑑定士は証明書提出必要　　　　　　　
	証明書が必要な場合は３ヵ月以内に証明を受けたのもの
	業種によって必須


